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令和７年度 

定期監査報告について 

 

 地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定に基づき定期監査を実施したので、その結

果を同条第９項の規定により、次のとおり提出します。 

 なお、この監査結果に基づき措置を講じたときは､同条第１４項の規定により通知願います。 
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令和７年度 定期監査報告書 

 

 

第１ 監査の種類 

   地方自治法第１９９条第１項及び第４項に基づく定期監査 

 

第２ 監査の対象 

   令和７年４月１日から令和８年２月２０日までにおける財務に関する事務及びその他所管

する事業の進捗状況 

 

第３ 審査の期間 

   令和７年１０月２７日～令和８年２月２０日 

 

第４ 監査の方法 

   監査に当たっては、玖珠九重行政事務組合監査基準に従い、組合の行う事務事業が法令等

に従い、適正かつ効率的に実施されているかに主眼を置き、関係諸帳簿、証拠書類の審査、

照合、関係職員からの説明聴取等、通常実施すべき監査手続により実施した。 

 

第５ 監査の結果 

   監査の結果、全般的に法令等に適合し、適正に執行されていると認められた。 

   なお、その他軽微な事項については、口頭で改善を要望した。 

 

 １ 主要事業の進捗状況について 

   令和７年度の主要な事業の進捗状況については、事務組合の行う主な業務から、１８事業

を対象に調査を実施した。 

   １８事業の大半は、例年実施される事務組合の施設管理に必須の事業であり、基準日現在

で８事業が完了し、残りの１０事業についても、年度末までに完了見込みの状況である。 

   令和７年度の特徴的な事業として、介護認定支援システム標準化対応事業が挙げられる。 

   本定期監査における、この事業の施行率は、査基準日現在では 0％であるが、事業には財源
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として、令和７年度デジタル基盤改革支援補助金の一部が充当されるため、補助金交付決定

後に、委託期間を令和７年１２月１日から令和８年３月３１日までとして、契約が締結され

ている。 

システム標準化については、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律により、全

国一斉に進められている事業となっているが、標準仕様書の改版が繰り返されていることや、

事業者のリソース逼迫による開発・移行作業などの遅延、等々の影響を受け、全国的に当初

想定より遅れている状況である。 

本委託契約においても、当初スケジュールどおりに進行するよう、管理する必要があるが、

国の動向や事業者の対応状況を適切に把握し、業務に支障が生じないよう調整を図られたい。 

なお、システム標準化に伴い、ガバメントクラウド運用管理補助委託費、ガバメントクラ

ウド利用料及び専用回線使用料等が、今後の経常経費として年間 650 万円程度見込まれるこ

とから、構成町とともに、国において適切に財政措置を講じるよう要望されたい。 

 

 ２ 事業における経費の推移について 

   本組合では、歳出の平準化を目的として、施設の長期包括的業務管理委託や指定管理業務

委託等に取り組んできたが、近年の物価や人件費の上昇により、総体的に経費は増大すると

考えられる。 

   以下は、本組合発足以来の主要事業における経費の推移を可視化するため、決算額から集

計したものである。 

 

  （１） 介護認定 
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   組合で認定調査も行うこととなった、平成 26 年度以降の介護認定事務に係る歳出総額の平

均は、57,945,013 円である。 

   ＊介護認定事務の変遷 

   ・平成 19 年 前組合から介護認定審査会事務を引き継ぎ 

   ・平成 26 年 両町から調査事務が移管、介護認定審査費を介護認定費へ変更 

   ・令和 2 年 「新型コロナウイルス感染症に係る要介護認定の臨時的な取扱い」が発出 

   ・令和 2 年 介護認定費を介護認定審査費と介護認定調査費へ分離 

 

  （２） 玖珠葬斎場 

 

   平成 19 年度以降の玖珠葬斎場に係る年間総経費の平均は、20,371,223 円である。 

   年間使用料収入の平均は、6,162,519 円であり、総経費の 30％に相当する。 

   平成 21 年からの指定管理委託費の平均は、13,078,750 円で、同年からの総経費平均

20,991,422 円の 62％に相当する。 

   歳出総額が高額となっている年は、施設や火葬炉の大規模な修繕が行われたものである。 

 

   ＊玖珠葬斎場の変遷 

   ・平成 19 年  前組合から玖珠葬斎場事務を引き継ぎ 

   ・平成 21 年度 玖珠葬斎場指定管理業務委託（(有)さとや葬儀社） 

   ・平成 21 年度 玖珠葬斎場改修工事（10,181,850 円） 

   ・平成 25 年度 玖珠葬斎場火葬炉設備修繕（12,649,000 円） 

   ・令和 2 年度 トイレ改修工事（5,544,000 円） 
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  （３） 玖珠診療所 

 

   平成 19 年度以降の玖珠診療所に係る年間総経費の平均は、56,566,495 円である。 

   年間診療収入の平均は、35,898,072 円であり、総経費の平均 63％に相当する。 

   令和元年から令和４年までの患者数の減少は、コロナの影響によるものと考えられる。 

 

   ＊玖珠診療所の変遷 

   ・平成 19 年 前組合から診療所事務を引き継ぎ 

          玖珠診療所医師診療業務委託 医師 野北慶之助 氏 

                       （令和 5 年 5 月 31 日まで） 

   ・令和 5 年 診療所を直営方式へ移行 

          医師 上野哲子氏を招聘し、直営 

   ・令和 5 年 医師交代に伴う備品購入（5,807,417 円） 

   ・令和 6 年 Ｘ線ＣＴ診断装置購入（11,858,000 円） 
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  （４） 玖珠清掃センター 

 

   平成 19 年度以降の玖珠清掃センターに係る年間総経費の平均は、249,877,068 円である。 

   平成 23 年からの長期包括的運営管理委託費の平均は、233,619,683 円で、同年からの総経

費 254,369,986 円の 92％に相当する。 

 

   手数料及び雑入の年間平均は、15,323,881 円であり、総経費の平均 6％に相当する。 

 

   ＊玖珠清掃センターの変遷 

   ・平成 19 年 前組合から玖珠清掃センター事務を引き継ぎ 

   ・平成 23 年 長期包括的運営管理委託へ移行（(株) 川崎技研） 
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  （５） 玖珠環境衛生センター 

 

   平成 19 年度以降の玖珠環境衛生センターに係る年間総経費の平均は、117,011,102 円であ

る。 

   平成 26 年からの長期包括的運営管理委託費の平均は、111,588,000 円で、同年からの総経

費 125,715,942 円の 89％に相当する。 

 

   ＊玖珠環境衛生センターの変遷 

   ・平成 19 年 前組合から玖珠清掃センター事務を引き継ぎ 

   ・平成 26 年 長期包括的運営管理委託へ移行 

    （三井造船環境エンジニアリング (株) → 現 月島 JFE アクアソリューション （株）） 
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 ３ 事務組合歳入歳出状況の推移について 

  （１） 年度別の推移 

 

 

   平成 19 年以降の歳入平均は 735,505,373 円、歳出平均は 705,460,515 円である。 

   当初は、13 件 260,683,980 円の起債償還が行われていたが、徐々に償還を完了したため、

歳出総額も連動して減少となっている。 

 

  （２） 主な性質別経費の推移 
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   平成 19 年以降の人件費の平均は 112,438,000円、歳出総額平均の 15.94％である。 

   平成 19 年以降の物件費の平均は 379,410,000円、歳出総額平均の 53.78％である。 

   平成 19 年以降の維持補修費の平均は 31,862,000 円、歳出総額平均の 4.52％である。 

   平成 19 年以降の公債費の平均は 150,972,000円、歳出総額平均の 21.40％である。 

 

  ＊主な性質別経費の特徴 

   ・発足時は、職員 19 名体制であったが、施設を長期包括的運営管理委託や指定管理者へ委

託することにより、令和 4 年時点で 9 名体制となった。 

   ・令和５年から、診療所の運営方式が、委託から直営に変更となったため、物件費が減少

し、人件費が増加することとなった。 

   ・令和 3 年度に診療所に係る起債の償還が終了し、以後は公債費の支出はない。 

   ・長期包括的運営管理委託等、施設の長寿命化維持管理に注力しているが、それに伴い委

託料を含む物件費の上昇が顕著となっている。物件費は、物価や人件費の上昇による影響

を受けるため、総体的に経費は上昇傾向である。 

 

 

 ４ まとめ 

 

   事務組合の運営する施設は、住民の生活に直結し、一日たりとも止めることができないが、

いずれの施設も老朽化に伴う大規模改修が必ず必要となると考えられる。 

   短期・中期的な取り組みとして、施設の長寿命化等の取り組み等は重要であり、成果を上

げているが、さらに長期的な計画と、計画を実行するための、財政的な方針を立案し、永続

的な施設運用が可能となるよう、努められたい。 

 



（写） 

 

- 9 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度 定期監査資料 
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 【 会計】

項　　　　　目

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 0 ％

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 51 ％　

項　　　　　目

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 100 ％

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 0 ％

項　　　　　目

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 45.6 ％　

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 51 ％

連番 6

社会福祉費

目 2
介護認定調査

費

13,860 事業執行率

期待される効果

令和6年度までの介護認定調査員を5名、直接雇用した経費と比較して、専門業者へ委託することで経費

負担が軽減されるとともに、専門業者への委託により実施方法や評価基準の統一が図られ、認定調査の

品質の均一化が期待できる。

連番 5

款 3 民生費

介護認定調査委託料

主要事業の目的

と概要説明

指定市町村事務受託法人への介護認定調査の１８００件分の委託料

項 1

社会福祉費

目 2
介護認定調査

費

8,144 事業執行率

期待される効果

主治医からの医学的な意見等を資料とすることで、調査により把握できない事項など補完することが可

能となる。

科　　　　目 内　　　　　　　　　　　容

款 3 民生費

介護認定審査に係る主治医意見書作成手数料

主要事業の目的

と概要説明

主治医の医学的見地からの意見書作成手数料。

項 1

目 2
介護認定調査

費

11,936 事業執行率

期待される効果

介護認定支援システムを標準化へ移行することで、事務処理の効率化、セキュリティレベルの向上、大

規模災害時の対策強化が図られる。
連番 4

款 3 民生費
介護認定支援システム標準化対応費用

主要事業の目的

と概要説明

標準化ソフトウェア・システム導入費用、専用回線整備費用、新ソフトウェア保守委託料

（介護認定審査業務については、法律により標準化基準に適合した情報システムの利用が義務付けられ

ている。）
項 1 社会福祉費

目 1
介護認定審査

費

1,248 事業執行率

期待される効果

システム導入により、介護認定審査の効率化を図ることが可能となり申請から決定までのスキームが短

縮されている。
連番 3

款 3 民生費
介護認定審査支援システム保守管理委託（ソフトウェア）

主要事業の目的

と概要説明

介護認定審査支援システムにおけるソフトウェア・ネットワークの不具合等に対応するための保守業務

委託。

項 1 社会福祉費

期待される効果

医療・福祉等専門的な見地から妥当性を判断することができ、申請者に対して客観的かつ公正な判定が

可能となる。また、審査会は介護保険法の法的な枠組みの中で設置されている。
連番 2

科　　　　目 内　　　　　　　　　　　容

項 1 社会福祉費

目 1
介護認定審査

費

5,007 事業執行率

期待される効果

固定資産台帳の整備・更新および複式簿記による財務書類を作成し、その情報を効果的に活用すること

により、健全な財政運営を行うことが期待できる。また、公表を行うことで透明性の確保と住民参加の

促進も期待されます。
連番 1

款 3 民生費

介護認定審査委員の審査会に対する報酬

主要事業の目的

と概要説明

介護認定審査会で判定を受ける被保険者の資料の確認を事前に行い、審査会において最終的な判断を行

う審査委員47名に対する報酬。医師や保健師、社会福祉士などの保健・医療・福祉の専門家により構成

されている。

項 1 総務管理費

目 1 一般管理費

1,373 事業執行率

主要な事業の進捗状況説明
一般

科　　　　目 内　　　　　　　　　　　容

款 2 総務費

新地方公会計更新支援業務

主要事業の目的

と概要説明

総務省の指導により、統一的な基準による貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金

収支計算書の財務書類の作成、分析及び活用を行うもの。



（写） 

 

- 11 - 

 

 

【 会計】

項　　　　　目

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 100 ％　

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 100 ％　

項　　　　　目

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 49.7 ％　

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） 47.3 ％ 県） 23.7 ％ 町） 29.0 ％ 主体） ％ 100 ％　

項　　　　　目

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 100 ％

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 36.37 ％　

主要な事業の進捗状況説明
一般

連番 12

清掃費

目 1
玖珠清掃セン

ター費

14,300 事業執行率

期待される効果

焼却灰を搬出し、セメント原料化することで、埋立量が減り、最終処分場の延命化が期待される。

連番 11

款 4 衛生費

玖珠清掃センター焼却灰（主灰）処理業務委託

主要事業の目的

と概要説明

焼却灰の収集運搬及びセメント原材料化処理委託。

項 2

清掃費

目 1
玖珠清掃セン

ター費

317,306 事業執行率

期待される効果

長期包括的に運営管理委託をすることで、処理施設を高度な技術で安定かつ安全に運転を行うことがで

きる。また、計画的な補修を行うことで、修繕費用の平準化や削減も見込むことができ、さらに施設の

長寿命化を図ることも期待できる。

科　　　　目 内　　　　　　　　　　　容

款 4 衛生費
玖珠清掃センター長期包括的運営管理委託事業

主要事業の目的

と概要説明

施設の運転管理及びゴミの搬入受付業務に対する委託。

項 2

目 2 玖珠診療所費

1,485 事業執行率

期待される効果

内視鏡洗浄機を使用することで診療所スタッフ、患者共に感染症リスクが軽減される。

連番 10

款 4 衛生費

玖珠診療所内視鏡洗浄器購入事業

主要事業の目的

と概要説明

玖珠診療所で使用している内視鏡は現在スタッフによる手動での消毒液を用いた流水洗浄を行ってい

る。これまでスタッフ、患者等へ感染したケースは無いが医師の要望である専用の内視鏡洗浄機を導入

し、これまで以上に感染症対策に努めるものである。
項 1 保健衛生費

目 2 玖珠診療所費

24,509 事業執行率

期待される効果

玖珠郡内唯一の耳鼻咽喉科である。事務組合直営となりスタッフの直接雇用を行っている。医師交代よ

り３年目を迎えているが安定した診療体制が構築されている。
連番 9

款 4 衛生費

玖珠診療所会計年度任用職員報酬

主要事業の目的

と概要説明

令和５年６月からの医師交代に伴い、組合直営になることによって医師、看護師、事務員を会計年度任

用職員として報酬を支払うもの。

項 1 保健衛生費

期待される効果

安定した運営及び施設管理の効率化が図れている。

連番 8

科　　　　目 内　　　　　　　　　　　容

項 1 保健衛生費

目 1 玖珠葬斎場費

14,135 事業執行率

期待される効果

火葬炉設備の性能維持・回復を目的とし、安定的な運転及び設備の能力維持、長寿命化が図れる。

連番 7

款 4 衛生費

玖珠葬斎場指定管理業務

主要事業の目的

と概要説明

火葬・霊安室使用に関する業務、施設設備維持管理に関する業務等の委託。

項 1 保健衛生費

目 1 玖珠葬斎場費

7,150 事業執行率

科　　　　目 内　　　　　　　　　　　容

款 4 衛生費

玖珠葬斎場火葬炉等修繕業務

主要事業の目的

と概要説明

火葬炉維持管理年次計画及び保守点検結果に基づく火葬炉設備の修繕、台車の老朽化に伴う更新。

・火葬炉燃焼設備機器修繕（３機分）

・火葬炉台車更新（２号炉）
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【 会計】

項　　　　　目

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 0 ％

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 50 ％

項　　　　　目

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 100 ％　

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 100 ％　

項　　　　　目

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 100 ％

事　業　名

対　象　者

予算額(該当分) 千円 （起債） 千円

支出(負担)割合 国） ％ 県） ％ 町） ％ 主体） 100 ％ 0 ％

主要な事業の進捗状況説明
一般

連番 18

清掃費

目 2
玖珠環境衛生セ

ンター費

1,727 事業執行率

期待される効果

公園内に設置されているトイレについて大便器が和式から洋式化、小便器２つのうち１つを撤去しトイ

レスペースの拡大、出入口のスロープ設置によるバリアフリー化によって利用者の利便性の向上が図ら

れる。

連番 17

款 4 衛生費
玖珠環境衛生センター屋外トイレ改修工事

主要事業の目的

と概要説明

環境衛生センター横公園内トイレの地元戸上地区要望に対する改修工事

項 2

清掃費

目 2
玖珠環境衛生セ

ンター費

2,101 事業執行率

期待される効果

測定分析を行うことにより、運転管理の適正化を図り、排出水などによる周辺環境への公害を防止する

ことができる。

科　　　　目 内　　　　　　　　　　　容

款 4 衛生費
玖珠環境衛生センター測定分析業務委託

主要事業の目的

と概要説明

公害防止基準、その他の関係法令等に従った測定分析業務の委託。

項 2

目 2
玖珠環境衛生セ

ンター費

145,200 事業執行率

期待される効果

長期包括的に運営管理委託をすることで、処理施設を高度な技術で安定かつ安全に運転を行うことがで

きる。また、補修の見極めを行うことで、修繕費用の平準化や削減も見込むことができ、さらに施設の

長寿命化を図ることも期待できる。
連番 16

款 4 衛生費

玖珠環境衛生センター長期包括的運営管理委託

主要事業の目的

と概要説明

施設の運転管理及びし尿及び浄化槽汚泥処理に対する委託。

項 2 清掃費

目 2
玖珠環境衛生セ

ンター費

1,051 事業執行率

期待される効果

事務所内の冷暖房機能の復旧に伴う機能回復。

連番 15

款 4 衛生費

玖珠環境衛生センター事務所エアコン修繕

主要事業の目的

と概要説明

玖珠環境衛生センター内の玖珠九重行政事務組合事務室において故障し、使用できなくなったエアコン

の取替修繕を行うもの。

項 2 清掃費

期待される効果

ガラスびん残渣をガラス砂を搬出することで、埋立量が減り、最終処分場の延命化が期待される。ま

た、搬出された残渣はリサイクルされ人工砂として活用されている。
連番 14

科　　　　目 内　　　　　　　　　　　容

項 2 清掃費

目 1
玖珠清掃セン

ター費

1,518 事業執行率

期待される効果

収集した乾電池を適正に処理することができる。重金属等の有害物質が最終処分場内に浸出することを

抑止している。
連番 13

款 4 衛生費
玖珠清掃センターガラス瓶残渣運搬処理委託

主要事業の目的

と概要説明

玖珠清掃センターに持ち込まれるガラス瓶を選別する際に生じたガラス瓶残渣を収集運搬し全量リサイ

クルする業務委託

項 2 清掃費

目 1
玖珠清掃セン

ター費

1,196 事業執行率

科　　　　目 内　　　　　　　　　　　容

款 4 衛生費
玖珠清掃センター使用済乾電池処理委託

主要事業の目的

と概要説明

使用済乾電池のリサイクルを行うため運搬及び処理業務委託。
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